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当社のスマートグリッドへの取り組み

１．はじめに

北極海の海氷面積やヒマラヤの氷河の減退、島国の消
滅の危機など、地球温暖化によると思われる大きな環境
の変化は広く認識されている。温室効果ガス、特に二酸
化炭素削減（低炭素社会の実現）に向けて、二酸化炭素
（CO2）を出さないエネルギー源の導入、高効率機器の開
発、エネルギー管理システム（エネルギー源のベストミ
ックス）の実現へと、全地球ベースで大きく舵をきり始
めた。
CO2を出さない、あるいは最小の電源として原子力発

電、太陽光発電、風力発電の積極導入が提唱される中で、
供給側と需要側の全体最適を実現できるのが、次世代電
力供給網（スマートグリッド）と理解される。この背景に
は、情報通信技術（ICT）の発展により高速・大量のデー
タ伝送が可能となったことも大きい。
当社は従来より省エネ・省資源を支援する力率改善用

コンデンサを主力製品とし、分路リアクトル、SVC（静
止型無効電力補償装置）などの調相設備、それらを制御
する電子機器、保護装置、開閉器・遮断器、スイッチギ
ヤなどへと展開してきた。これらは、電力の安定供給、
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Introduction
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電力品質の維持にも大きく貢献している。
以下にスマートグリッドの概念（当社の捉え方）を述べ、
それを支える当社の技術・製品について紹介する。

２．スマートグリッドの概念

国によってスマートグリッド導入の背景や推進内容に
大きな違いがあること、スマートグリッドはかなり広い
技術領域を包含していることが知られている。基本的に
は、「ICTを活用して、再生エネルギーを含む電力系統
全体の需給バランスと効率化を全体最適の視点で実現す
る概念」と考えられる。
日本では、太陽光発電設備を2020年までに2800万kW

（2009年末の累計実績で263万kW）、2030年までに5300万
kWというきわめて高い導入目標量が掲げられている。
日本は、年間停電時間を見ても世界で最も安定な電力供
給がなされている国であるが、太陽光発電のような日射
により変動し、昼間しか発電しない電源が大量に導入さ
れると、いろいろな系統上の問題が発生すると予想され
ている。このため、太陽光発電側、電力系統側、需要家
側それぞれで対策を講じる必要がある。
当社では、「省エネ」「創エネ」「蓄エネ」とこれらを

取りまとめて電力品質・エネルギーフローの監視・制御
を行う「情報／制御（ICT）」の4つのキーワードを基に
スマートグリッドへの取り組みを行っている。（図１）

「省エネ」…エネルギーを効率良く使う。
「創エネ」…太陽光発電などクリーンなエネルギーで電

気を作る。
「蓄エネ」…クリーンなエネルギーを蓄え、有効かつ安

定に供給する。
「情報／制御」…これら電気の品質とエネルギーフロー

を見える化し最適制御を実現する。

図２は図１のキーワードを発電⇒送電⇒配電⇒需要家
側の対策、すなわちスマートグリッド構成技術・製品と
いう観点でイメージ化したものである。

図１ スマートグリッドのキーワード

図２ スマートグリッドのイメージ図



３．スマートグリッドを実現する当社の技術・
製品

当社では系統技術、パワエレ技術、調相設備や受変電
設備で培った電力技術を基に、低炭素社会の実現に向け
た技術展開を図っている。
以下に、当社の「スマートグリッドを支える技術」

（図３）の紹介を行う。

３．１　太陽光発電システム

低炭素社会の実現に向け、再生可能エネルギー（特に
太陽光発電）の導入拡大が進んでいる。図４は、株式会
社ベネッセコーポレーション殿のベネッセ・ロジステ
ィクス・センター（BLセンター）に納入した、中国・四
国地区の民間企業で最大級となる720kW太陽光発電シ
ステムであり、2010年2月より運転を開始している。

パワーコンディショナは絶縁変圧器込みで95%以上
の高い変換効率を有する当社独自の高電圧入力制御型
100kW×7台の構成である。
太陽光発電設備（PV）が大量に配電系統につながる

と、表１に示すような電力品質や電力安定供給に関わ
る問題の発生が懸念される。電圧上昇は配電線の末端
になるほど大きく現れるため、周辺機器への影響を避
けるためにもPVの出力抑制などが必要になる。
また、送電線への落雷などで系統電圧が一瞬低下し

たときに大量のPVが脱落すると、安定送電の復旧に
支障が出る可能性がある。
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図３ スマートグリッドを支える当社の技術・製品
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図４ 株式会社ベネッセコーポレーション殿
720kW太陽光発電システム全景

主な課題

①
〔配電線の電圧上昇抑制〕

電圧
・配電線末端ほど日射増加により需要家電圧が
上昇する

〔余剰電力の吸収〕
② ・需要の少ない時期に太陽光発電電力が余剰となる。

周波数〔周波数調整力の確保〕
・太陽光発電の電力変動により系統周波数が変動
〔一斉解列の防止〕

③ ・瞬時電圧低下時に太陽光発電が一斉解列すると、
信頼度 系統電圧・周波数の回復を遅らせる可能性
・安全〔単独運転検出〕

・停電時に太陽光発電設備同士が影響しあって
短時間に発電停止とならない可能性

表１ PV大量導入に伴う技術課題
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これらの課題をスマートに解決するため、当社は、
系統の電圧変動対策として無効電力補償機能を、系統
の安定性維持／向上策としてLVRT（Low Voltage Ride
Through）または、FRT（Fault Ride Through）と呼ばれ
る系統の瞬時電圧低下時の解列を防止する能力を備え
た、太陽光発電システムおよびパワーコンディショナ
の開発を行っている。停電事故時には安全・確実に解
列する単独運転検出機能（当社の独自技術である次数
間高調波電流注入方式採用）も装備している。
発電量を抑制することなく配電線の電圧上昇を抑制

する方法として、当社のSVC（静止型無効電力補償装
置 Static Var Compensator）などで実績のある無効電力
補償制御をパワーコンディショナに付加することが有
効である。シミュレーションでの検討事例を図５に示
す。P：発電電力は太陽電池実測データであるがパワ
ーコンディショナのQ：無効電力を図のように制御す
れば系統電圧の変動は全く問題の無いレベルに抑制さ
れることがわかる。

３．２　調相設備

CO2を出さない原子力発電（遠隔地）がベースとなり、
電流源特性を持つ大量の太陽光発電設備が系統につな
がると、無効電力のバランスや電圧安定性などの問題
が顕在化する可能性もある。
・前述のような配電系統の電圧上昇抑制のためには分
路リアクトルの設置も有効である。
・需要家においては、負荷の増減（無効電力消費）に応
じてコンデンサを開閉制御し力率を1近辺に保つこ
とで電力損失低減や電気料金節約に貢献している。
一方、直列リアクトルを持たない力率改善用コンデ
ンサ設備は開閉制御ができないので、直列リアクト
ル、開閉器、力率制御装置を組み合わせた設備に更
新いただくことが望ましい。
・系統の電圧安定性確保、フリッカ抑制、電圧不平衡

抑制を目的としてSVCが適用されてきた。
図６は、風力発電量の変動により引き起こされる系
統の電圧変動を抑制するため、宗谷岬ウィンドファ
ーム22kV回路に設置されたSVC（定格30MVA）であ
る。当社は、1973年に世界で初めてSVCを製品化し、
国内外の電力、電気鉄道、鉄鋼業など多様なお客様
の電気の品質維持と安定供給を支えている。

３．３　系統安定化装置（電池電力貯蔵）

SVCで培ってきた電源品質向上のための制御技術と
パワーエレクトロニクス技術を用いて、1990年代に沖
縄電力殿と共同で風力発電機連系を支援する系統安定
化装置を開発した。これは、風力発電機の発電電力変
動が引き起こす電圧変動、周波数変動をともに抑制す
る、鉛蓄電池を用いた電池電力貯蔵装置（BESS：
Battery Energy Storage System）であり、沖縄本島、宮
古島、南大東島、波照間島、与論島などに導入された。
系統規模が小さいところに比較的大きな新エネルギー
源が導入される場合でも、系統電圧・周波数の安定化
が実現できる。

図６ 株式会社ユーラスエナジー宗谷殿
宗谷岬ウィンドファーム納めSVC

図５ 電圧上昇／電圧変動抑制対策
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図７ 周波数変動の改善例（±0.5Hz→±0.3Hz）



３．４　多機能型電池電力貯蔵装置

需要家側でも電力貯蔵システムを活用して電力ピー
クシフトを行うことにより、電気料金や電源設備投資
の低減が可能となる。当社は、レドックスフロー電池、
NaS電池、鉛電池など各種の電池を応用した装置を手
がけてきたが、このたび関西電力株式会社殿との共同
研究で川崎重工株式会社殿開発のニッケル水素電池を
用いた多機能型電池電力貯蔵装置を開発した。瞬低補
償機能も有し、当社構内で長期実証試験中である。
また、電池電力貯蔵装置は自然エネルギー源の発電

電力変動や負荷変動を吸収して系統の周波数変動を抑
制する（需給制御）ことができ、来年度はフィールドで
の検証が予定されている。
当社は電気二重層キャパシタ（EDLC）をエネルギー

貯蔵に用いた瞬低対策装置（ユニセーフ、メガセーフ）
を製品化しているが、比較的短時間・多頻度の充放電
用途には、EDLCを用いた安定化装置が適していると
考えている。

３．５　電力品質監視装置（PQモニター）

太陽光発電設備が増えると、電圧変動、高調波、単
独運転などの問題が予想される。このため、トレンド
把握や故障発生時の原因究明には、瞬時電圧・電流波
形の記録と電力品質の監視が重要になってくる。
当社では、電源系の異常現象や地絡・短絡故障、瞬

時電圧低下などが起きた場合に瞬時電圧･電流情報を
記録し、中央監視室にデータ送信する装置「PQモニ
ター」を製品化している。監視室のPCを使って、電
圧低下幅や高調波、フリッカなどの分析ができる。

３．６　電力機器の状態監視装置

電力機器の運転状態を遠方から監視し、劣化徴候を
つかむことができれば、保守の合理化、機器信頼性確
保、事故・障害の未然防止が可能となる。近年、変圧
器やガス絶縁開閉装置などの高経年機器増加に伴い、
機器の信頼性・安全性を確認すること、更に、これら
の高経年機器を継続使用することが期待されている。
当社はこのようなニーズに応え、機器信頼性の維持に
極めて重要な絶縁診断技術を高度化した可搬形絶縁診
断装置の製品化を行っている。また、絶縁監視、ガス
圧力監視、振動監視など各種センサからの情報をもと
に機器の劣化状態を監視する電力機器の状態監視装置
の開発を行っている。

３．７　電気自動車用充電スタンド、エコ急速充電ス

テーション

温室効果ガスの大部分を占める二酸化炭素の排出
は、我が国の部門別で見ると運輸部門で約19%の排出
割合となっている。このため、ハイブリッド車、電気
自動車やプラグイン・ハイブリッド車などの開発が進
められているが、充電インフラ整備についても早急な
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図８ 多機能型電池電力貯蔵装置
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充実が必要である。
そこで、電気自動車向けの充電インフラの普及に貢

献すべく、単独設置型の急速/中速充電器と、駐車場
精算機と連動した普通充電スタンド「EVMATE」を
製品化した（図11）。

また、急速充電器を設置するには、高圧受電設備が
必要になることや昼間の使用が多いと考えられるた
め、太陽光で発電した電力を蓄電池に貯蔵し、最小限
の商用電力を供給することにより急速充電を行う「エ
コ急速充電ステーション」の製品化を行っている（図
12）。これにより、高圧機器の導入や契約電力の変更、
大掛かりな受電工事が不要となる。このシステムには、
図１のキーワードがすべて含まれており、ミニ・スマ
ートグリッドを構成しているとも言える。
また当社の車両ナンバ読取装置と監視システム（図

13）を組み合わせることにより、駐車場、施設などへ
の（電気）自動車入出門管理を行うセキュリティ監視シ
ステムへの拡張も期待される。

３．８　ICT関連製品（エネルギー管理システム）

スマートグリッドを実現する上で、太陽光発電や風
力発電の発電電力量、負荷使用量、ＥＶの充電状態な
どのデータを見える化することが不可欠である。しか
し、電力量などを計測する端末機器をネットワークに
直接接続できない場合も多い。図14に示すように端
末機器からのシリアル信号を変換するLAN化装置
（EDSシリーズ）を利用することにより、いくつもの
データをPCで一元管理することができる。更に、イ
ンターネットを介して拠点間を安全で簡単に接続する
装置（ManageLinxシリーズ）でデータを収集し、モ
ニタリングシステム（PVMATEシリーズ）で遠隔監
視／制御することが可能である。
太陽光発電システムやＥＶ充電装置のコントローラ

がPCベースならば、リモートKeyboard/Video/Mouse
装置（SpiderDuoシリーズ）を経由することで、遠隔
からPCの画面を直接操作して監視・制御を行うシス
テムが簡単に実現できる。

図13 車両ナンバ読み取り装置

図14 エネルギー管理と見える化

図11 急速充電器と普通充電器EVMATE

図12 エコ急速充電ステーション
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また、グリーン電力証書制度に対応したデータ収集，
作表，報告書作成が可能で、今まで面倒だった太陽光
発電側の各拠点に直接アクセスするためのネットワー
クが安全かつ容易に構築できる。

４．あとがき

1）太陽光発電の大量導入に伴い懸念される電力品質
の対策を中心に、当社のスマートグリッド関連の
技術・製品群を紹介した。

2）今後、太陽電池の発電量、蓄電池の蓄電量、生産
設備や事務所などの電力使用状況を把握し、エネ
ルギー使用量の見える化とクリーンエネルギーの
効率的な運用、負荷機器の積極的な制御（EMS：
Energy Management System）により、ビル、工場、
水処理場などで二酸化炭素（CO2）排出量の大幅な
削減が期待される。

3）海外でも、太陽光発電や風力発電など再生可能エ
ネルギーの大量導入が進められており、それを受
け入れるための電力系統のインフラ整備や増強な
どが進められている。

4）都市インフラ設備全体をスマート化し、エネルギ
ー使用の効率化、ゼロエミッション（或いはCO2削
減）、地産地消を図るスマートコミュニティ（スマ
ートシティ）といった構想も既に動き出している。
一方では、電気が利用できない無電化地域も多く
存在している。太陽光発電システムや蓄電システ
ムとEMSを組み合わせることにより、無電化地域
に対応した電力供給システム構築が可能である。

スマートグリッドの市場がまだよく見えないという印
象もあるが、スマートグリッドは環境（Environment
Conservation）、エネルギー（Energy Security）、経済
（Economy）のバランスを実現するためのコンセプトで
ある。当社もその実現に向けてお客様と共に技術開発に
努力していく所存である。
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